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第４章 政策・財務 

 

1. 新しい宇治の魅力の創造 

 人口減少や少子高齢化のさらなる進行への対応をはじめ、大規模化する自然災害やWITHコロナ・POST

コロナ時代の到来など、急速に変化する社会の中でも、市民一人ひとりが安全で安心して生活できる

まちづくりを進めるため、市民や地域など、多様な主体の参画・協働によるまちづくりをより一層進

める。また、「宇治」の恵まれた自然・歴史遺産・伝統文化を次世代に継承し、発展させるとともに、

先進的なことにも果敢にチャレンジすることにより、新しい宇治の魅力を創造していくことを目的に

総合計画を策定した。 

 

2. 総合計画（第6次総合計画） 

(1) 策定経過 

  本市では、昭和50年に昭和60年を目標年次とした総合計画を策定し、引き続いて昭和60年には平

成7年を目標年次とした第2次総合計画を策定した。しかし、京都南部地域の状況や社会構造の質的

変化を受けて、平成2年度に平成12年を目標年次とする第3次総合計画を策定した。その後行政を取

り巻く環境変化の中、市民参加の一層の推進を図るため21世紀初頭の市政指針となる第4次総合計画

を平成12年度に平成22年を目標年次として策定した。 

  第5次総合計画は、総合計画審議会に市民公募委員を委嘱し、市民の意見を幅広く取り入れた計画

として、平成22年度に平成33年度を目標年次として策定した。さらに、人口減少や少子高齢化など

の様々な課題への対応に向け、これまで以上に、市民や地域との協働によるまちづくりを進めるた

め、令和4年度から令和15年度を計画期間とした第6次総合計画を策定した。 

 

(2) 基本構想 

  宇治市の将来像を示す「目指す都市像」を設定し、目指す都市像を実現するために定めた5つの「ま

ちづくりの方向」と、市民参画・協働や持続可能な行財政運営など、すべてのまちづくりの基礎と

なる「土台となる取組」を位置付け、市民の皆様とともにまちづくりに取り組む。 

  ○ まちづくりの方向 

   安全・安心に住み続けられるまち 

   子育て・子育ち支援が充実したまち 

誰もがいきいきと暮らせるまち 

   地域経済が活発なまち 

   伝統と歴史が輝くまち 

  ○ まちづくりの土台となる取組 

   時代の潮流を捉えた市政運営 

多様な主体との連携・協働と担い手づくりの推進 

   将来を見据えた持続可能な行財政運営 
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(3) 中期計画 

  中期計画については、計画期間を4年としながら、着実に目指す都市像を実現するため、5つのま

ちづくりの方向やまちづくりの土台にかかる取組を実施するとともに、中期計画期間中において、

特に力を入れて実施する分野横断的・組織横断的な取組を重点施策として設定し、急激かつ大きく

変化する社会経済状況に柔軟に対応しやすい実現性の高い計画を目指す。 

 

(4) 政策評価 

  政策評価は総合計画という長期目標に基づいて、多数の市民ニーズの中から何が必要なのかを精

査し、限られた財源の中で効率よく事業実施していくための手法となるものである。本市では、事

業の実施にあたり、必要性や効率性等の観点から事前に評価を行い、事業実施中や事後には、当初

に想定した成果が生み出されているか指標等を用いて評価を行うことにより、事業内容を不断に見

直していくように努めている。 

 

3. 広域行政 

 圏域6市4町（宇治市、城陽市、八幡市、京田辺市、久御山町、宇治田原町、井手町の山城地域及び

向日市、長岡京市、大山崎町の乙訓地域）で構成した京都南部都市広域行政圏推進協議会は、国の広

域行政施策の方向転換等を踏まえ、これまでの取組を総括し、今後のあり方を協議した結果、広域行

政圏としての役割は一定終えたものと判断し、平成22年3月31日をもって廃止した。 

 協議会の廃止後、平成22年度からは、これまでの成果を引き継ぐとともにこれからの地方が主役の

時代に適応した新たな組織として、「政策・行革担当者連絡会議」を設置し、山城地区の市町が直面す

る政策・行政改革の課題への対応、及びその推進に関しての情報共有、意見交換等を行うこととした。 

 今後は、広域連携は益々重要になってくることが予想され、後期高齢医療制度や地方税機構のよう

な、これまで以上に複雑で専門的な事項への対応が求められることから、広域的課題の解決に向け、

広域連携を進めていくべき施策の研究や提案を行っていく。 

 

4. 行政改革 

 昭和61年4月から始まった第1次行政改革を皮切りに、令和4年2月に宇治市行政改革審議会からの第8

次行政改革の方策に関する答申に基づき、令和4年度から令和7年度までの4年間を実施期間とした宇治

市第8次行政改革大綱と実施計画を策定した。現在は、この大綱の3つの基本施策と9つの具体的な方策

に沿って行政改革に取り組んでいる。 

 

 ○ 宇治市行政改革審議会 

   社会経済情勢の変化に対応した簡素にして効率的な市政の実現を推進するため、昭和60年7月に

附属機関として宇治市行政改革審議会を設置。市長の諮問に応じ、本市の行政改革大綱策定及び

行政改革推進に必要な事項について調査及び審議を行い市長に答申するほか、定期的に行政改革

の進行管理や実施計画の項目についても審議を行う。 
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5. 地方分権 

 地方分権は、明治維新、戦後改革に次ぐ「第三の改革」といわれている。いうまでもなく地方分権

は中央集権に対比する概念であり、地方公共団体の自主性・自立性を高め、個性豊かで活力に満ちた

地域社会を実現するため、国及び地方公共団体の役割を明確にし、住民に身近な行政はできる限り地

方公共団体で処理することを基本とするものである。 

 このため、平成7年の地方分権推進法の成立を受け、同年に発足した地方分権推進委員会での論議を

経て、平成11年に地方自治法を始めとする法律が改正され、いわゆる「地方分権一括法」（平成12年4

月施行）により、機関委任事務制度の廃止や権限移譲の推進、地方公共団体の行政体制の整備など、

新たな制度に基づく行政運営が始まった。この「地方分権一括法」の主旨に沿って、市町村の行政機

能の充実と市民の利便性、事務処理の迅速化を図るため、京都府の事務処理の特例に関する条例に基

づき26事務、京都府教育委員会の事務処理の特例に関する条例に基づき2事務の計28事務を宇治市では

処理している。 

 また、平成18年に地方分権改革推進法が成立し、地方分権改革推進委員会から政府に対し、第4次勧

告まで行われ、地域主権戦略会議により、地域主権改革が進められ、平成23年5月と平成23年8月には、

いわゆる第1次及び第2次の「地域主権改革一括法」が公布された。これにより義務付け・枠付けの見

直しによる基準等の条例への委任や事務の権限移譲が進められた。以降、順次一括法が公布され、令

和7年5月には第15次一括法が公布された。 

 



- 40 - 

6. 財 務 

(1) 各会計総括 

表4－1                                  （単位：千円、%） 

注：構成比については、四捨五入によっているので、端数において合計と一致しないものがある。 

  

区  分 

 

 

会 計 名 

令和6年度 令和7年度 

当初予算額 構成比 
対前年度 

伸  率 
当初予算額 構成比 

対前年度

伸  率 

一 般 会 計 74,280,000 56.7 8.7 84,110,000 58.8 13.2 

特 別 会 計 38,364,600 29.3 △0.7 39,584,700 27.7 3.2 

内

訳 

国民健康保険事業 16,958,000 13.0 △2.3 17,383,000 12.1 2.5 

後期高齢者医療事業 3,960,000 3.0 12.3 4,128,000 2.9 4.2 

介 護 保 険 事 業 17,400,000 13.3 △1.7 18,026,000 12.6 3.6 

墓 地 公 園 事 業 46,600 0.0 △1.3 47,700 0.0 2.4 

企 業 会 計 18,352,476 14.0 1.0 19,450,844 13.6 6.0 

内

訳 

水 道 事 業 6,771,388 5.2 △2.5 6,803,342 4.8 0.5 

公 共 下 水 道 事 業   11,581,088 8.8 3.2 12,647,502 8.8 9.2 

総 計 130,997,076 100.0 4.7 143,145,544 100.0 9.3 
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(2) 一般会計の概要 

  ○ 歳 入（費目別） 

表4－2                                  （単位：千円、%） 

歳 入 科 目 

（ 費 目 別 ） 

令和6年度 対前年度 

伸  率 

令和7年度 対前年度 

伸  率 当初予算 構成比 当初予算 構成比 

1 市 税 24,154,146 32.5 △1.0 25,663,091 30.5 6.2 

2 地 方 譲 与 税 364,000 0.5 4.6 372,000 0.4 2.2 

3 利 子 割 交 付 金 10,000 0.0 △9.1 20,000 0.0 100.0 

4 配 当 割 交 付 金 223,000 0.3 10.4 268,000 0.3 20.2 

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 237,000 0.3 40.2 400,000 0.5 68.8 

6 法 人 事 業 税 交 付 金 335,000 0.5 △5.1 339,000 0.4 1.2 

7 地 方 消 費 税 交 付 金 3,950,000 5.3 △1.3 4,130,000 4.9 4.6 

8 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 29,072 0.0 △4.2 29,843 0.0 2.7 

9 環 境 性 能 割 交 付 金 71,000 0.1 34.0 81,000 0.1 14.1 

10 国有提供施設等所在市町村助成交付金 77,504 0.1 6.4 80,836 0.1 4.3 

11 地 方 特 例 交 付 金 1,011,000 1.4 452.5 157,000 0.2 △84.5 

12 地 方 交 付 税 9,660,000 13.0 5.5 10,170,000 12.1 5.3 

13 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 25,000 0.0 0.0 16,000 0.0 △36.0 

14 分 担 金 及 び 負 担 金 210,649 0.3 10.7 209,508 0.2 △0.5 

15 使 用 料 及 び 手 数 料 1,282,159 1.7 △0.2 1,350,342 1.6 5.3 

16 国 庫 支 出 金 15,503,081 20.9 16.8 15,982,196 19.0 3.1 

17 府 支 出 金 6,028,927 8.1 3.9 7,197,270 8.6 19.4 

18 財 産 収 入 67,018 0.1 △5.7 76,865 0.1 14.7 

19 寄 附 金 240,000 0.3 9.1 200,000 0.2 △16.7 

20 繰 入 金 535,658 0.7 △22.4 1,118,789 1.3 108.9 

21 諸 収 入 2,681,286 3.6 7.4 2,885,160 3.4 7.6 

22 市 債 7,584,500 10.2 42.1 13,363,100 15.9 76.2 

合   計 74,280,000 100.0 8.7 84,110,000 100.0 13.2 

自 主 財 源 29,170,916 39.3 △0.6 31,503,755 37.5 8.0 

依 存 財 源 45,109,084 60.7 15.6 52,606,245 62.5 16.6 

注：構成比については、四捨五入によっているので、端数において合計と一致しないものがある。 
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  ○ 歳 出（性質別） 

表4－3                                  （単位：千円、%） 

歳 出 科 目 

（ 性 質 別 ） 

令和6年度 対前年度  

伸  率 

令和7年度 対前年度 

伸  率 当初予算 構成比 当初予算 構成比 

1 人 件 費 14,607,835 19.7 7.3 15,006,641 17.8 2.7 

2 物 件 費 6,818,829 9.2 3.0 8,524,181 10.1 25.0 

3 維 持 補 修 費 860,271 1.2 3.3 863,309 1.0 0.4 

4 扶 助 費 22,514,851 30.3 13.9 24,193,466 28.8 7.5 

5 補 助 費 等 5,902,864 7.9 2.4 5,902,524 7.0 △0.0 

6 普 通 建 設 事 業 費 7,970,896 10.7 25.9 13,960,886 16.6 75.1 

普通建設事業（補助） 2,294,977 3.1 23.6 2,012,302 2.4 △12.3 

普通建設事業（単独） 5,669,919 7.6 26.6 11,927,984 14.2 110.4 

普通建設事業（府営事業負担金） 6,000 0.0 皆増 20,600 0.0 243.3 

7 災 害 復 旧 事 業 費 56,000 0.1 0.0 56,000 0.1 0.0 

8 公 債 費 5,324,826 7.2 2.9 4,750,699 5.6 △10.8 

9 積 立 金 280,883 0.4 10.9 238,669 0.3 △15.0 

10 投 資 及 び 出 資 金 840,142 1.1 △9.7 997,384 1.2 18.7 

11 貸 付 金 1,762,478 2.4 △5.6 1,811,169 2.2 2.8 

12 繰 出 金 7,340,125 9.9 2.7 7,805,072 9.3 6.3 

合     計 74,280,000 100.0 8.7 84,110,000 100.0 13.2 

注：構成比については、四捨五入によっているので、端数において合計と一致しないものがある。 
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  ○ 歳 出（費目別） 

表4－4                                  （単位：千円、%） 

歳 出 科 目 

（ 費 目 別 ） 

令和6年度 対前年度 

伸  率 

令和7年度 対前年度 

伸  率 当初予算 構成比 当初予算 構成比 

1 議 会 費 434,465 0.6 0.2 446,486 0.5 2.8 

2 総 務 費 7,932,732 10.7 14.7 8,960,012 10.7 12.9 

3 民 生 費 34,720,590 46.7 11.8 36,807,619 43.8 6.0 

4 衛 生 費 4,941,557 6.7 △10.2 5,240,430 6.2 6.0 

5 労 働 費 46,129 0.1 2.4 46,896 0.1 1.7 

6 農 林 水 産 業 費 449,229 0.6 24.7 425,532 0.5 △5.3 

7 商 工 費 2,464,208 3.3 13.3 2,351,171 2.8 △4.6 

8 土 木 費 6,611,533 8.9 3.2 6,866,851 8.2 3.9 

9 消 防 費 2,304,965 3.1 △8.3 2,674,342 3.2 16.0 

10 教 育 費 8,508,919 11.5 17.8 15,062,661 17.9 77.0 

11 災 害 復 旧 費 56,000 0.1 0.0 56,000 0.1 0.0 

12 公 債 費 5,324,826 7.2 2.9 4,750,699 5.6 △10.8 

13 諸 支 出 金 414,847 0.6 △5.0 341,301 0.4 △17.7 

14 予 備 費 70,000 0.1 0.0 80,000 0.1 14.3 

合     計 74,280,000 100.0 8.7 84,110,000 100.0 13.2 

注：構成比については、四捨五入によっているので、端数において合計と一致しないものがある。 
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(3) 令和6年度一般会計決算 

表4－5 

 ○ 歳  入                   ○ 歳  出        （単位：千円） 

区   分 決 算 額  区   分 決 算 額 

市 税 24,295,146  議 会 費 430,224 

地 方 譲 与 税 363,914  総 務 費 7,908,764 

利 子 割 交 付 金 14,776  民 生 費 37,890,260 

配 当 割 交 付 金 317,578  衛 生 費 5,326,432 

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 394,496  労 働 費 45,844 

法 人 事 業 税 交 付 金 361,309  農 林 水 産 業 費 400,244 

地 方 消 費 税 交 付 金 4,201,175  商 工 費 2,383,911 

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 29,099  土 木 費 6,241,801 

環 境 性 能 割 交 付 金 78,753  消 防 費 2,326,649 

国有提供施設等所在市町村助成交付金 80,836  教 育 費 8,555,387 

地 方 特 例 交 付 金 997,644  災 害 復 旧 費 0 

地 方 交 付 税 10,812,559  公 債 費 5,271,626 

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 14,208  諸 支 出 金 408,842 

分 担 金 及 び 負 担 金 202,492  合     計 77,189,984 

使 用 料 及 び 手 数 料 1,344,378    

国 庫 支 出 金 17,600,081    

府 支 出 金 6,654,069    

財 産 収 入 80,613    

寄 附 金 144,122    

繰 入 金 468,362    

繰 越 金 1,376,831    

諸 収 入 2,673,363    

市 債 5,806,600    

合    計 78,312,404 
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(4) 公債費（一般会計当初予算） 

表4－6                                   （単位：千円） 

区    分 
令和6年度末 

現在高見込額 

令和7年度中増減見込 
令和7年度末 

現在高見込額 
令和7年度中 

起債見込額 

令和7年度中 

元金償還見込額 

1 普 通 債 24,142,110 12,835,300 1,736,299 35,241,111 

 

1 総 務 債 1,621,193 1,420,100 161,166 2,880,127 

2 民 生 債 638,330 297,700 12,104 923,926 

3 衛 生 債 2,249,902 408,900 53,005 2,605,797 

4 農 林 債 260,912 10,000 23,847 247,065 

5 商 工 債  206,937 213,600 5,839 414,698 

6 土 木 債 8,358,740 1,988,000 819,642 9,527,098 

7 消 防 債 514,488 414,600 99,222 829,866 

8 教 育 債 10,291,608 8,082,400 561,474 17,812,534 

2 災 害 復 旧 債 207,761 52,600 57,246 203,115 

 

1 農 林 債 9,900 2,600 1,762 10,738 

2 土 木 債 191,784 50,000 51,007 190,777 

3 教 育 債 6,077 0 4,477 1,600 

4 そ の 他 0 0 0 0 

3 そ の 他 16,726,568 475,200 2,696,793 14,504,975 

 

1 減 収 補 て ん 債 228,643 0 61,592 167,051 

2 減 税 補 て ん 債 53,887 0 36,536 17,351 

3 臨時財政対策債 16,444,038 0 2,123,465 14,320,573 

7年 度 借 換 債  475,200 475,200  

合    計 41,076,439 13,363,100 4,490,338 49,949,201 
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(5) 起債総額の年次別推移（一般会計） 

表4－7                                  （単位：千円、%） 

年度 

項目 
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

前年度末残高 44,583,263 44,034,345 44,586,152 41,725,723 39,353,573 38,358,849 

当 該 年 度 

発 行 額 
4,630,500 5,476,400 2,279,000 2,711,700 4,124,800 5,806,600 

当 該 年 度 

償 還 額 ( A ） 
5,421,532 5,119,402 5,380,429 5,223,119 5,246,329 5,266,902 

一 般 財 源 

総 額 ( B ) 
39,707,247 42,079,726 43,274,846 43,979,834 45,878,917 47,492,451 

償還額の比率 

（A）/（B） 
13.7 12.2 12.4 11.9 11.4 11.1 

 

(6) 基準財源の推移 

表4－8                                   （単位：千円） 

年度 

項目 
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

基 準 財 政 

需 要 額 
27,645,991 28,246,408 29,458,305 30,673,241 31,819,999 32,665,859 

基 準 財 政 

収 入 額 
20,630,445 21,420,627 20,728,232 21,725,682 22,056,334 22,267,596 

標 準 税 

収 入 額 
26,382,403 27,217,731 26,236,744 27,564,562 27,953,762 28,256,821 

普 通 

交 付 税 額 
7,002,655 6,811,350 8,730,073 8,947,559 9,763,665 10,398,263 

標 準 財 政 

規 模 
35,633,479 36,132,661 37,942,730 37,358,455 38,107,164 38,841,323 

 

(7) 経常収支比率及び財政力指数の推移 

表4－9 

年度 

項目 
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

経常収支比率

（%） 
96.4 96.1 92.0 93.6 93.0 94.1 

財 政 力 指 数 

（ 3 か 年 ） 
0.746 0.750 0.736 0.723 0.702 0.695 
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7. 情報化施策 

本市は行政情報化の推進に向けて取り組んでいる。 

(1) 電算システム稼働状況等 

  本市における電算機の利用は、昭和41年の税の賦課業務に始まり、その後昭和50年代の半ばまで、

水道料金計算・給与計算・国民健康保険・国民年金業務等へと、いわゆる大量定型業務処理（バッ

チ処理）を中心に利用範囲が拡大された。 

  昭和56年には国民健康保険業務が、昭和57年には老人健康医療業務が漢字オンラインシステムと

して稼働し、本市の電算機利用の新たなページを開いた。そして、電算機の高度有効利用を展開し

ていくために、昭和60年には住民情報システムの核となる住民記録システムが稼働した。以後、住

民情報をベースとしたシステム（市民税・資産税・軽自動車税・国民年金等）が次々と導入された。 

  そして、平成4年5月の新庁舎完成を機に庁舎設置方式による電算機の導入及び庁内LAN（ローカ

ル・エリア・ネットワーク）の構築等を行い、情報化の設備基盤の整備を進め、住民情報系システ

ムや財務会計システム等各システムがネットワーク上で稼働を始めた。平成7年には印鑑登録システ

ムが稼働し、これを機に市役所と市内各所にある行政サービスコーナーを電話回線で結び、行政サ

ービスコーナーにおいて、住民票・印鑑証明の即時発行が可能となるオンラインシステムの開発を

行い、住民サービスの向上を図った。 

  その後も健康管理システムや障害福祉システム、法人市民税システム等の開発稼働を行い、高度

情報化時代に合わせて、着実に行政の情報化を進めている。また、平成9年度にホストコンピュータ

の導入を行い、平成10年度ホスト系システムを「持ち込み委託」から導入方式へ移行した。 

  平成14年度には地域イントラを整備し公共施設を結ぶ光によるネットワーク網を構築し、公共施

設の電話をVoIP化することで経費節減を、またインターネットを利用した図書や体育館等公共施設

の予約システムを稼働させた。平成17年度には地域イントラを利用し、行政サービスコーナーにお

いて税証明発行業務もスタートさせた。 

  平成16年度より統合型GISの整備を行い、平成17年度に宇治市のホームページよりU.Mapとして行

政が保有する情報の公表を始めた。 

  平成19年度には、住民サービスの向上と効率的な情報システムの確立を目的として開発に参加し

た京都府・市町村共同システムのうち、公共施設案内予約システム及び統合型GISを稼働し、平成20

年度には市町村基幹業務支援システムの中から国民健康保険サブシステムを、平成21年度には住民

情報・税情報・国民年金・選挙サブシステムを稼働した。また、平成23年度には市町村基幹業務支

援システム福祉系を導入した。平成24年度には、市民窓口サービス向上のため戸籍情報システムの

一部を稼働し、平成25年度に全面稼働した。 

  令和3年度には、マイナンバーカードによるオンラインでの住民票や税関係証明書の交付申請等手

続の環境整備を行い、令和4年度には、オンラインによる転出届・転入予約や、子育て・介護関係の

手続のオンライン化を進め、住民サービスの向上を図った。令和5年度には、コンビニエンスストア

等のキオスク端末において、住民票の写し、印鑑登録証明書の取得が可能となる環境整備を行った。 
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宇治市における電算処理の現状 

表4－10                                            (令和6年現在) 

 主な業務内容 

行

政

情

報

シ

ス

テ

ム 

住

民

情

報

シ

ス

テ

ム 

住民記録 

住 民 記 録 シ ス テ ム 
住民登録の管理・検索・異動、住民票等各種

証明書発行 

印 鑑 登 録 シ ス テ ム 印鑑の登録・証明書の発行 

住 民 基 本 台 帳 

ネットワークシステム 
本人確認情報の提供 

公的個人認証システム 電子証明書の発行、管理 

戸 籍 情 報 シ ス テ ム 戸籍の管理・検索・異動、各種証明書発行 

選 挙 

選 挙 シ ス テ ム 選挙人名簿の作成、投票所入場券等の発行 

投 票 管 理 シ ス テ ム 期日前投票の受付管理、当日投票の受付管理 

税 務 

税 収 納 シ ス テ ム 
各種税の収納消込み、納付書・督促状・催告

書・納税証明書の発行 

軽自動車税システム 
軽自動車一台ごとの登録、課税計算、納税通

知書・納付書等の発行 

資 産 税 シ ス テ ム 
土地・家屋、償却資産についての課税計算、

納税通知書・納付書等の発行 

画 地 シ ス テ ム 土地の資産税評価の支援 

家 屋 評 価 シ ス テ ム 家屋の資産税評価の支援 

住 民 税 シ ス テ ム 
住民税に係る課税計算、納税通知書・所得証

明書・納付書等の発行 

法人市民税システム  
法人市民税に係る課税計算、納税通知書・納

付書等の発行 
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 主な業務内容 

行

政

情

報

シ

ス

テ

ム 

住

民

情

報

シ

ス

テ

ム 

教 育 

図 書 館 蔵 書 検 索 ・ 

予 約 シ ス テ ム 

利用者登録・返却事務処理。インターネット

と携帯電話から市立図書館の蔵書検索・貸出

予約が可能。 

学齢簿管理システム 就学関係の名簿・学齢簿・統計表等の作成 

福 祉 

福 祉 医 療 シ ス テ ム 
乳幼児医療等受給者の管理、受給者証の発行、

レセプトの管理・点検・統計業務 

生 活 保 護 シ ス テ ム 
生活保護対象者の管理、保護費計算、経理、

医療券発行、各種統計表作成 

保 育 シ ス テ ム 
入所児の入所事務管理、保育料の調定収納管

理 

児 童 福 祉 シ ス テ ム 
児童手当受給者及び児童扶養手当の管理、支

給額の算出、各種通知書の作成 

育 成 学 級 シ ス テ ム 
育成学級対象者の管理、各種通知書の作成、

協力金の収納管理 

健 康 管 理 シ ス テ ム 
基本健診・各種がん検診、予防接種、訪問指

導の管理者の抽出、通知書作成 

国民健康保険システム 
国保被保険者・世帯の管理、保険証・保険料

通知書・納付書等の発行 

介 護 保 険 シ ス テ ム 介護認定・保険料の調定収納 

国 民 年 金 シ ス テ ム 年金加入者の資格管理、年金手帳発行 

障 害 福 祉 シ ス テ ム 
障害者情報の管理、各種手帳の受付、進達交

付、各種支給決定 

後 期 高 齢 者 

医 療 シ ス テ ム 
収納管理、納付書・各種統計表の作成 

民 生 

上 下 水 道 料 金 調 定 

収 納 シ ス テ ム 
料金計算、納付書・各種統計表の作成 

公営住宅管理システム 
市営住宅使用料の収納管理、共益費管理、納

付書・督促状等の作成 

犬の登録管理システム 飼犬の管理･予防注射の通知 

貸 付 金 の 利 子 補 給 

事 務 管 理 シ ス テ ム 
企業支援業務の管理 
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 主な業務内容 

行

政

情

報

シ

ス

テ

ム 

内

部

情

報

シ

ス

テ

ム 

人 事 給 与 シ ス テ ム 
職員給与の計算、人事異動・定期昇給・給与

改定・研修記録等の管理、辞令発行 

財 務 会 計 シ ス テ ム  
財務計画・予算編成・財産管理・予算執行管

理・決算統計資料作成等の処理 

水道財務会計システム 
予算編成・予算執行・決算管理・貯蔵品管理・

企業債・固定資産等の管理 

政 策 評 価 シ ス テ ム 政策評価及び実施計画の進捗管理 

契 約 管 理 シ ス テ ム 
契約管理・業者選定・入札執行・施工管理・

検収、各種統計表の作成 

成 績 評 定 シ ス テ ム 工事施工状況の評価 

庶 務 事 務 シ ス テ ム 職員の休暇入力、勤務パターンの管理 

文 書 管 理 シ ス テ ム 
起案、受理文書等の管理、簿冊の登録・管理・

廃案 

経営農地管理システム 農地台帳の管理 

地 図 情 報 シ ス テ ム 
都市情報ファイルを地図にデジタル化し総合

計画支援等に活用 

土木設計積算システム 
土木工事に係る単価・歩掛りの管理、積算書

の作成 

街 灯 管 理 シ ス テ ム 街灯の管理 

公 園 管 理 シ ス テ ム 公園施設の管理 

水道設計積算システム 
水道工事に係る単価・歩掛りの管理、積算書

の作成 

給 水 装 置 台 帳 管 理 

シ ス テ ム 
給水装置使用者の施設台帳をデジタル管理 

建 築 確 認 審 査 支 援 

シ ス テ ム 

建築確認の申請受付から審査までの一連の業

務を処理する 

議事録検索システム 
市議会定例会・臨時会・各委員会などの議事

録の検索 

 



- 51 - 

 主な業務内容 

行

政

情

報

シ

ス

テ

ム 

内

部

情

報

シ

ス

テ

ム 

例規集検索システム 宇治市例規集及び法令の検索 

市 政 だ よ り 編 集 

シ ス テ ム 
システム画像等の加工・紙面レイアウト 

ホ ー ム ペ ー ジ 

作 成 管 理 シ ス テ ム 
各課でのコンテンツ作成と管理 

グ ル ー プ ウ ェ ア 
インターネットメールの送受信、庁内メール、

会議室予約等 

セ キ ュ リ テ ィ ー 

シ ス テ ム 

ICカードを利用したネットワークセキュリテ

ィーの強化 

ペ ー パ ー レ ス 会 議 

シ ス テ ム 
会議資料等のデジタル管理 

2 4時 間 総 合 案 内 

シ ス テ ム 
AIを活用した問い合わせの自動対応 

A I議 事 録 作 成 支 援 

シ ス テ ム 
AIを活用した議事録の作成支援 

A I - O C R 及 び R P A 
AIを活用したOCRによるテキストデータ化 

及びRPAによる作業の自動化対応 

 

(2) ネットワーク環境の整備 

  平成10年に情報インフラ整備の一環としてLAN整備を行い、各課へパソコンを設置し多くのシステ

ムをネットワーク上で稼働させ、高度行政情報化を進めた。 

  平成14年度宇治市公共施設ネットワーク稼働にともない、住民情報流出事件の経験を生かし、利

用者の権限管理のためのICカード導入・ネットワーク内の安全性を高めるためのLAN内VPNによる通

信の暗号化を行った。平成15年度からは業務の効率化を図るため、必要な職員に1人1台のパソコン

の配布を行っている。平成28年度には、平成27年12月25日付総務省通知に基づいた自治体情報セキ

ュリティ強靭化対策を講じるため、ネットワークの環境整備を行った。 

 

(3) 地域情報化への取組状況 

  本市においては、平成5年に情報化基本計画の必要性を提唱し、翌6年には庁内において地域情報

化研究委員会を設置し、本市が地域情報化を進めていく上での基本的な考え方等の調査研究を行い、

平成7年には本研究委員会において「宇治市地域情報化基本構想」を策定し、本基本構想を本市にお

ける地域情報化推進の指針と位置づけた。 

  平成9年度から、この「宇治市地域情報化基本構想」のもとで本市における具体的な地域情報化の

基本計画づくりに取り組むこととなり、宇治市第4次総合計画に掲げる基本理念「みどりゆたかな住

みたい、住んでよかった都市」をめざして、情報通信技術を活用した市民生活の向上と産業振興、
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行政の効率的運営とサービス向上を図るために、平成12年度において「宇治市地域情報化計画」を

策定した。 

  平成13年度に、総務省の補助を得て、大部分の市内公共施設を光ファイバー(1Gbps)で結び、地域

イントラネットの基盤となる宇治市公共施設情報ネットワークを構築し、平成14年度からは多くの

システムが、新たなネットワーク上で稼働しはじめ、市民向けでは、図書館蔵書・体育館施設がイ

ンターネットで予約可能となった。 

  平成15年度には総務省の地域情報化モデル事業に取り組み、市民団体向けに市民ポータルサイト

の「e タウン・うじ」を構築し、平成18年度には㈶地方自治情報センターのe-コミュニティ形成支

援事業に取り組み、一般市民向けに京都山城地域SNS「お茶っ人」を構築し、地域の活性化につなげ

るため多くの市民団体や一般市民が参加されている。なお、22年度にはNPO法人の認可を受けられた

市民団体への移管手続きを行い、以降は同団体が「eタウン・うじ」「お茶っ人」の運営主体を担っ

ている。 

 


